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1　はじめに

　一国における経済活動を考える場合、国際的な競争優位性の源泉となるキープレイヤー
は、当該国家における大企業群である。我が国においては、過去30年以上にわたって国際
競争力の低下傾向に歯止めがかからない状況だが、トヨタやSONYといった優秀なグロー
バル企業は一定数存続し、存在感を示している。
　一方、一国における企業全体を俯瞰する場合、圧倒的大多数を占めるのは中小企業であ
る。その定義上、零細企業や法人化していない個人事業まで包含されるため、国内全企業
の99.7%は中小企業である［1］。これらの中小企業が果たす役割や存在意義については、旧
来よりさまざまな視点と見解が存在している。現実論としては、多くの労働者への「雇用
の場」を提供している点において、中小企業はまず重要である。ただし、中小企業のスペ
クトルは大変に幅広く、実に多様である。大企業との比較論においては、守るべき弱者と
いう側面を有する一方、大規模産業を支えるための要素技術や高度部材の供給においても、
中小企業は必要不可欠な役割を担っている。加えて、既存ビジネスに最適化した大企業か
らでは生まれてこないような斬新な発想のイノベーションや産業革新の担い手としても期
待されている。
　さて、一般に、中小企業の平均的な寿命は 30年程度といわれている。その根底にある
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のは、若い時期に創業した起業家が、その晩年に一代限りで廃業するようなイメージであ
ろう。しかしながら、より長く存続し、小さいながらも雇用を守り続けるサステナブルな
中小企業も存在しており、我々の生活基盤を支えるうえでも大変に重要な役割を果たして
いる。
　本稿では、これまでイノベーション創出の文脈でとらえられることが多かった高い技術
力を有する中小企業について、その長寿性に着目する。後述するように、国内を代表する
ような優秀なハイテク中小企業群については、創業以降の平均的な経過年数は60年程度で
あり、100年以上存続するような企業も一定数存在している。彼らは、平均的な中小企業
よりはかなり長い寿命を有していると言えよう。
　本稿では、約1,900社の業績データと知財データを活用し、ハイテク中小企業群の存続
年数の実態を把握するとともに、長寿性の要因となりうる「環境変化へのレジリエンス」
について、コロナウィルスの影響を題材に検証する。コロナ禍は、観光業や飲食業に多大
なインパクトを与えたが、製造業においてもやはり一定のマイナスの影響を及ぼしている。
想定外のイベントに対するレジリエンスを数値的に洗い出し、長寿性、企業規模、知財活
動との関連性について、基本的な知見を得ることを目的とする。

2　先行研究と本研究における問題意識

　かつてより、日本には長寿の企業が多いことが指摘されてきている。帝国データバンク
が2020年に行ったアンケート調査によれば、 長く存続するための要因として、（a）「取引
先・顧客との信頼関係の重視」、（b）「時代に合わせた事業内容・構成の変化」、（c）「無
理に成長を追わない身の丈経営」、（d）「強みとする事業分野への特化・集中」が挙げられ
ている ［2］。 このうち、（c）についてはいわゆる 「ファミリー企業」の研究でも同様な傾
向が指摘されている。資本と経営が完全に分離された大企業などでは、業績の向上が経営
陣の最重要ミッションであることは言うまでもない。 しかしながら、 同族経営の企業で
は、その企業特有の価値観や文化が反映された「社会的情緒資産」（SEW: Socio-Emotional 
Wealth）の方が重要であり、SEWの向上を前提に経営が行われるような特性が指摘されて
いる ［3］。
　また、イノベーションの創出のための諸活動に関しては、ファミリー企業は社外よりも
社内情報源の探索活動を得意とし、あまりR&D費用をかけず、リスクの低いイノベーショ
ンに注力する傾向が議論されてきている（［4］、［5］）。筆者が行った調査研究においても、同
族経営が多いと思われる小規模なハイテク中小企業においては、イノベーション創出のた
めの情報源としてまずは「内部情報」が重視されている［6］。
　なお、200年を超えるような長寿の企業には、ファミリー企業が多い傾向も指摘されて
きているが、その逆は必ずしも真ではない。同族経営の企業においては、経営者が勘案す
べきパラメータが多いこともあってか、平均的な寿命の企業や短命の企業も多数存在して
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いる［7］。長寿を実現するための戦略の一例としては、その企業特有の「伝統的経営資源」
を重視しながら、時代とともに移り行く「コンテキスト」を考慮に入れた付加価値の向上
策などが議論されてきている［8］。
　さて、本稿の対象企業群は、固有の高い技術力をもつ企業が大半であり、ニッチマーケッ
トにおけるイノベーションを継続的に創出している企業群である。実際、OECDが策定し
たオスロマニュアルに則った調査では、国際的にもきわめて高い水準で、これらの企業群
が「競合他社に先んじたプロダクト・イノベーション」を実現していることが示されてい
る［9］。しかしながら、これらの企業の長寿性や、長期存続に関するメカニズムについて
の研究は、筆者の知る限りにおいて存在しない。以降のセクションでは、利用したデータ、
ならびに、その一次分析から得られる様相について、報告を行う。

3　データセット

　今回分析の対象としたのは、国内を代表するようなハイテク中小企業群として、 ① 
2006年から2021年にかけて「サポイン事業」［10］（経済産業省；現GoTech事業）に採択
された企業群、ならびに、②「元気なモノづくり中小企業300社」（中小企業庁; 2006年～
2009年）に選定された企業群とした。前者の事業は、独自性と付加価値の高い「研究開発
計画」をもつ中小企業に対する、最大3年間、9,750万円を上限とする補助金制度（1）である。
本制度の対象となる技術分野は「特定ものづくり基盤技術」として定められており、「精
密加工」・「表面処理」といった伝統的な分野から、「情報処理」、「複合・新機能材料」、「バ
イオ」などの比較的新しい分野まで、総計12分野となっている［11］。
　なお、企業の業績データとしては、東京商工リサーチの「企業情報データ」を用いた。
コロナ期（2020年度）前後の業績情報を入手できる企業に限定した結果、1,948社が抽出
された。

4　企業年齢と従業員数

　さて、はじめに、これらのハイテク中小企業群の創業以降の経過年数について調べたと
ころ、平均60.0年、メディアンは59年であった（図1）。なお、もっとも長い経過年数は155
年であったが、100年を超えて存続する企業は142社（7%）である。図1に示したように、
10年単位の階級でのヒストグラムでは、創業以来「51年～ 60年」が経過した企業、ならび
に、「71年～ 80年」の企業が2つのピークを形成している。
　一方、これらの企業の平均従業員数は121名、メディアンは49名であり、比較的少雨
規模な企業が大半を占めている。 図2からもわかるように、その分布は左に歪んでおり、
100名以下の企業が約60%を占めている。また、20名以下の企業の比率は約20%である。
なお、これらの大半は非上場であり、上場企業は69社に限られる。
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次に、これらの企業について、10 年ごとに区切った企業年代ごとの平均従業員数を図３に

示す。10 年以下から 70 年にかけては、おおむね単調に平均従業員数は増加しているが、そ

れ以降はゆるやかな変化となり、ピークは 206 名（121 年～130 年）となっている。また、

それよりも長期間存続している長寿の企業については、逆に、平均従業員数は単調に減少し

ている。本図は、廃業時に測った厳密な意味での「企業寿命」にもとづくわけではなく、ま

だ活動中の「企業年齢」に立脚しているため、解釈には注意が必要だが、スタートアップと

はまた異なる「ゆるやかに成長する企業群」であることが示唆される。 

なお、本図の最後の 2 つのカテゴリでは、平均従業員数は 100 名以下となっている。1 世

紀半を超えるような長きにわたって存続しつづけようとする場合、大規模な企業であるこ

とよりも、むしろ、比較的小規模であることに起因する柔軟性や機動性のほうが、メリット

として大きい可能性があわせて示唆されている。 

 

5. 企業年齢とコロナによるインパクト 

 
図１. 企業年齢（創業以降）の分布（筆者作成） 
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図 2. 従業員数の分布 (筆者作成) 
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図 3. 企業年齢（創業以降）別の企業規模 （筆者作成） 
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　さて、本稿では、対象企業群のレジリエンスを検証するため、コロナによる業績の変化
に着目した。長期存続できる企業は、ビジネス環境の予期せぬ変化にも柔軟に対応できる
ものと考えられため、長寿性とレジリエンスは密接に関係していることが予想され、コロ
ナ禍はちょうど良い検証材料になるものと考えられる。
　今回は、コロナによるインパクトが顕著にあらわれたであろう時期として、2020年6月
から2021年5月の間の企業決算（売上）に着目した。国内におけるコロナウイルスの本格
的な蔓延は、2020年1月からはじまっていたと考えられるが、ビジネスにおけるインパク
トが大きくあらわれるためにはある程度のタイムラグが必要である。そのため、2020年6
月から1年間を「コロナ期の決算」と定義し、その前の時期の決算と比較する方針とした。
なお、企業売上の時系列的なフラクチュエーションはしばしば大きくなる。そのため、コ
ロナ期の「前期決算」ならびに「前々期決算」の平均値をベース値として採用し、「コロ
ナ期決算」の変化率を測定した。
　図4に、上記の定義による売上変化率の分布を示す。製造業ゆえ、飲食業や観光業のよ
うな大きな打撃は受けていないものの、上記のデータが取得できた1,785社のうち、変化
率がマイナスだった企業は1,279社（72%）を占めた。変化率の平均値は -6.2%、標準偏差
は42% である。標準偏差がかなり大きくなっている印象だが、その一因は、コロナ期に
もかかわらず、それまでの数倍程度の高い成長率を記録した一部の企業の存在にある。具
体的には、図4の「次の級」に該当する企業群であり、スタートアップに該当する企業だ
と考えられる、

 5 

 

さて、本稿では、対象企業群のレジリエンスを検証するため、コロナによる業績の変化に

着目した。長期存続できる企業は、ビジネス環境の予期せぬ変化にも柔軟に対応できるもの

と考えられため、長寿性とレジリエンスは密接に関係していることが予想され、コロナ禍は

ちょうど良い検証材料になるものと考えられる。 

今回は、コロナによるインパクトが顕著にあらわれたであろう時期として、2020 年 6 月

から 2021 年 5 月の間の企業決算（売上）に着目した。国内におけるコロナウイルスの本格

的な蔓延は、2020 年１月からはじまっていたと考えられるが、ビジネスにおけるインパク

トが大きくあらわれるためにはある程度のタイムラグが必要である。そのため、2020 年 6

月から 1 年間を「コロナ期の決算」と定義し、その前の時期の決算と比較する方針とした。

なお、企業売上の時系列的なフラクチュエーションはしばしば大きくなる。そのため、コロ

ナ期の「前期決算」ならびに「前々期決算」の平均値をベース値として採用し、「コロナ期

決算」の変化率を測定した。 

  図 4 に、上記の定義による売上変化率の分布を示す。製造業ゆえ、飲食業や観光業のよう

な大きな打撃は受けていないものの、上記のデータが取得できた 1,785 社のうち、変化率が

マイナスだった企業は 1,279 社（72%）を占めた。変化率の平均値は -6.2%, 標準偏差は 42% 

である。標準偏差がかなり大きくなっている印象だが、その一因は、コロナ期にもかかわら

ず、それまでの数倍程度の高い成長率を記録した一部の企業の存在にある。具体的には、図

4 の「次の級」に該当する企業群であり、スタートアップに該当する企業だと考えられる、 

 

 

次に、長寿性とレジリエンスとの関係性の有無を確認するため、企業年代別に集計した平

均売上変化率を示す（図 5）。 

 
図 4. コロナ期におけるハイテク中小企業群の売上変化率 (筆者作成) 

 

0 1 4 4 7 15
40

88

229

445
488

239

102
54

28
5 13 7 6 1 0 9

0

100

200

300

400

500

-100%

-90%

-80%

-70%

-60%

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0% 10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

次
の
級

企
業
数

コロナ期の売上変化率

図4. コロナ期におけるハイテク中小企業群の売上変化率（筆者作成）

　次に、長寿性とレジリエンスとの関係性の有無を確認するため、企業年代別に集計した
平均売上変化率を示す（図5）。
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にかけて存在する複数の階級においても、同様な傾向は観察され、最も変化率が低い企業
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表 1. 企業年齢とコロナ期の売上変化率 

企業年齢 
（創業以降） 企業数 コロナ期の売上の変化率 

平均値 標準偏差 max min 
0～10 19 12% 32% 68% -65% 

11～20 122 19% 143% 1300% -96% 
21～30 147 -2% 25% 80% -53% 
31～40 187 -6% 28% 179% -79% 
41～50 228 -5% 35% 384% -86% 
51～60 316 -9% 18% 86% -80% 
61～70 249 -9% 17% 72% -67% 
71～80 318 -10% 16% 52% -89% 
81～90 127 -13% 17% 37% -88% 

91～100 105 -7% 18% 65% -42% 
101～110 68 -9% 15% 33% -44% 
111～120 28 -11% 15% 30% -46% 
121～130 15 -10% 15% 12% -41% 
131～140 10 -14% 15% 8% -41% 
141～150 3 0% 5% 3% -3% 
151～160 6 -14% 12% -4% -30% 

                              （筆者作成） 

 

6 企業規模とコロナによるインパクト 

   

さて、すこし横道にそれるが、中小企業論等でよく指摘される中小企業の特徴のひとつは、

小規模であるが故の機動性や柔軟性である[12]。例えば、数十名以下の小さな企業の場合、

社内のフォーマルな組織構造は、まだきちんと整備されていないことも多い。ただし、この

程度の規模であれば、すべての従業員についてお互いに顔と名前が一致するような状況で

あり、社長も個々人と直接コミュニケーションをとりながら経営を行うことが可能である 2。

そのため、有事の際でも、柔軟かつ迅速な意思決定と組織行動が可能となると考えられる。

ただし、この「柔軟かつ迅速な決定」が、企業にとって「本当に正しいかどうか」はまた別

の問題である。リーンスタートアップの考え方と同様、小さなトライアンドエラーをすばや

く繰り返しながら、軌道修正を行っていくイメージに近いのではないかと推察される。 

このような観点から、従業員規模別に、コロナ期の売上変化率をプロットしたのが次図で

ある。 
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座席があるため、部下・上長を問わずどの社員ともすぐに直接コミュニケーションできる体制となってい

た。 
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図６では、やや変則的とはなるが、ある程度サンプルの均等化を意識しつつ、① 10 名以

下（184 社）、② 11 名～30 名（381 社）, ③ 31 名～50 名（276 社）, ④ 51 名～100 名（381

社）, ⑤ 101 名～200 名（394 社）、⑥ 201 名～300 名(177 社), ⑦ 301 名～500 名（105 社）, 

⑧ 501 名～1000 名（36 社）, ⑨ 1001 名～2000 名（6 社）というような区分けとした。 

各階級の平均値に着目すると、階級①の値が最も高く-1%となった。ただし、標準偏差は 

46%と極めて大きく、好業績の企業(+384%)からダメージを負った企業（-85%）まで各社各

様である（表 1）。 

 
表 2. 従業員規模別の売上変化率 

 
従業員数 企業数 

コロナ期における売上の変化率 

平均 中央値 標準偏差 Max Min 
①  1～10 184 -1% -3% 46% 384% -86% 
②  11～30 381 -4% -6% 47% 682% -80% 
③  31～50 276 -4% -8% 84% 1300% -96% 
④  51～100 381 -8% -8% 19% 80% -89% 
⑤  101～200 394 -10% -9% 15% 86% -71% 
⑥  201～300 177 -9% -9% 17% 105% -88% 
⑦  301～500 105 -7% -9% 15% 37% -49% 
⑧  501～1000 36 -5% -8% 17% 59% -30% 
⑨  1001～2000 11 -3% -8% 19% 52% -16% 

                                                        (筆者作成) 
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　各階級の平均値に着目すると、階級①の値が最も高く-1%となった。ただし、標準偏差
は 46%と極めて大きく、好業績の企業（+384%）からダメージを負った企業（-85%）ま
で各社各様である（表1）。
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　階級②および③も同様な傾向であり、コロナ期の平均的な売上変化率は -4%であるが、
標準偏差はそれぞれ47%、84%と極めて大きい。最も好調だった企業は、階級②では＋
682％、階級③では+1300%という驚異的な水準にある一方、もっともダメージを負った企
業は階級②では-80%、階級③では-96%となっている。50名以下のこれら3つのカテゴリに
は、コロナ期にも関わらず好業績の急成長フェイズにある企業が含まれている。
　一方、より規模が大きい階級 ④、⑤、⑥（従業員数51名～ 300名のレンジ）については、
平均変化率がそれぞれ -8%、-10%、-9% となっており、最もふるわないカテゴリとなって
いる。ただし、これらの階級では、標準偏差はそれぞれ19%、15%、17% となっており、
階級①～③と比較すると企業ごとのばらつきが小さいこともまた共通した特徴である。階
級④でのもっとも高い変化率は＋80%であり、階級⑤の+86%、階級⑥の+105%ともども、
好調ではあるものの階級①～③でみられたような爆発的に成長する企業はみられていな
い。
　これら3つの階級（特に④、⑤）は、「企業体として組織化されつつある段階」だと考え
られ、「小回りの利く機動的な企業」から「しっかりと組織化された企業」への移行期に
あると考えられる。さて、今回の調査対象のほとんどはB2Bビジネスを行っていると考え
られるが、このぐらいの規模の場合、取引先や得意先に対する強い交渉力をまだ有してい
ない可能性も高い。換言すれば、コロナの影響により、一時的に得意先からの発注が途絶
えやすい状況にある一方、一定規模の組織になりつつあるため、小さい企業特有の機動性
も減退し、売上変化率の低下につながった可能性が推察される。
　さて、階級⑦では 平均値は-7%とやや上昇し、最後の2つの階級⑧、⑨においては、そ
れぞれ -5%、-3%と改善されている。標準偏差は、それぞれ15%（階級⑦）、17%（階級⑧、
19%（階級⑨）となっており、前述の階級④～⑥と同等なレベルにある。これらは、いわ
ゆる中堅企業へと成長しつつある段階の中小企業群と考えられる。特に階級⑧、⑨では、
組織もしっかりと整備されているとともに、ある程度、取引先との交渉力も有し、また、
事業ポートフォリオも構築されつある可能性が高く、コロナ禍でのダメージも抑えられて
いるのではないかと推察される。

7　特許の出願状況とコロナによるインパクト

　さて、ハイテク企業のレジリエンスの源泉としては、当該企業のイノベーション創出能
力や研究開発能力も、一定の重要性を持っているのではないかと推察される。ただし、長
期存続について検討する場合、一回限りではなく、持続的なイノベーション創出活動が重
要となろう。
　イノベーション創出能力については 「研究開発費の比率」、「出願特許」、「登録特許」、

「全要素生産性」等、さまざまな関連指標が存在する。また、実際に市場化されたイノベー
ションの把握については、 アンケートによる標準化されたサーベイ手法も存在している。
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今回利用したデータでは、 研究開発費や製品の直接把握は難しいため、 代替指標として、
まずは 「出願特許」に着目した。「出願特許」は特許庁の審査を経てはいないが、 当該企
業にとっては重要な発明である。 審査を経た 「登録特許」とは異なり、「出願特許」は、
実際の事業に活用されているかどうかの判断は難しいが、 すくなくとも、 研究開発のア
クティビティに関する代替指標としてしばしば活用されている。 本研究では、 市販の特
許データベース （日立SRPartner）を利用して、 対象企業群の出願特許を抽出した。 図7
に、2010年から2019年にかけて出願された特許の件数分布を示す。
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 図７の左端は、10 年間、一件の出願もなかった企業数であり、全体の約 29%が含まれて

いる。ニッチマーケットでビジネスを行う中小企業では、一切特許を出さず、技術やノウハ
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表 3.  特許出願件数と売上の変化率 

特許出願件数 
(2010～2019) 企業数 コロナ期の売上変化率 

平均値 中央値 標準偏差 Max Min 
0 577 -7.4% -8.5% 23% 179% -80% 
1 198 -7.7% -9.8% 23% 173% -89% 
2 153 -7.1% -12.4% 39% 384% -70% 
3 119 -6.5% -10.0% 30% 185% -86% 

4～5 187 -9.2% -8.9% 21% 65% -76% 
6～7 130 -8.1% -8.3% 17% 73% -56% 

8～10 134 1.5% -4.6% 65% 682% -50% 
11～15 144 4.8% -5.9% 115% 1300% -67% 
16～30 139 -10.3% -11.4% 19% 67% -79% 
31～50 88 -7.7% -8.9% 22% 52% -96% 

51～100 44 -5.8% -7.7% 19% 80% -45% 
101～300 30 -7.4% -8.8% 13% 29% -29% 

301～1000 5 -6.5% -10.0% 13% 15% -18% 
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　上記の傾向は、「81年～ 90年」の階級で大きく二つのグループに分けると、さらに鮮明
になる。若いグループ（創業から80年未満の1,586社）の平均出願件数は 9.6件なのに対し
て、長寿グループの企業（81年から160年の362社）のそれは17.8件であり、ほぼ倍増して
いる。もちろん、この結果はあくまでも「平均値」のみに着目しているため、解釈には若



桜美林大学研究紀要 社会科学研究　第4号（2024年3月）

－71－

干の注意が必要である。実際、長寿の企業であっても、特許を全く出願しない企業は一定
数存在している。長寿側の階級における平均値の増加は、「出願活動を積極的に行う企業
の比率が高くなること」や「出願を行っている企業における件数の増加」を意味している
といえよう。いずれにせよ、5節で示した「長寿企業における下振れリスクの軽減傾向」は、
本節の表3や図8に示された結果と整合的である。

8　サマリーと今後の課題

　本稿では、これまであまりスポットライトを浴びてこなかった「ハイテク中小企業の長
寿性」について、コロナ禍におけるレジリエンスを題材に探索的に分析した。長寿である
ことは、すなわち、事業環境の変動に対する「対応力」と密接に結び付いていると考えら
れるが、企業年齢とコロナ期のパフォーマンスはむしろ逆相関の傾向をみせ、成長フェイ
ズにある若い企業群のほうが平均的には好業績であった。しかしながら、長寿ハイテク企
業群は、一定のダメージを受けながらも大きくは業績を悪化させておらず、下振れのリス
クが抑制される傾向が明らかとなった。
　また、長寿性とは別の切り口として、企業規模とコロナ期のパフォーマンスとの関係性
について調べたところ、平均的には「50名に満たない小規模企業群」や「500名程度以上
の大規模企業群」のほうが良い傾向が明らかとなった。逆に、「中小製造企業」としては
典型的だと考えられる100名～ 300名程度の規模において、平均的なコロナ期の業績は低
下していることが分かった。その要因としては、① 小規模企業特有の機動性・柔軟性の
低下や、② 取引先との交渉力の弱さ、等が推察される結果となった。改めて、コロナの
ようなケースにおける中小企業支援策の重要性が示唆される。
　最後に、研究開発力の代替指標でもある「特許出願」については、本稿のターゲット企
業群は（通常の中小企業と比較して）かなり活発な活動を行っていることがわかった。た
だし、「出願件数が多ければ、コロナ期のパフォーマンスが良い」というわけでもないこ
とがあわせて判明した。その一因としては、保有技術やノウハウの公開を嫌い、特許を全
く出願せずに活動するハイテク企業の存在が挙げられる。しかしながら、出願件数の多い
企業群においては、コロナ期における業況の「下振れリスク」が、抑制されている傾向が
あわせて明らかになった。
　本稿では素朴な一次統計のみから考察を行ってはいるが、中小企業研究の切り口として、
かような観点での分析は（筆者の知る範囲において）これまでほとんど存在せず、一定の
価値を有するのではないかと考えている。今後は「社会的情緒資産」（SEW）等、先行研
究で示唆されている「長寿」に寄与しうる要因に関しても、より詳細な調査（アンケート
等）を遂行し、さらに理解を深めていきたい所存である。
　なお、ハイテク企業がビジネス環境の変動に対処しようとする場合、「保有するコア技
術の新市場への応用（用途開発）」などがまず考えられよう。長寿ハイテク企業が、保有
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技術・社内リソース・ナレッジ等を存分に活用し、やれることからチャレンジしていく様
相を記述するためには、現在、スタートアップの文脈で脚光をあびている「エフェクチュ
エーション」のフレームワークもまた有効であろう［13］。ただし、上述のSEWやオーナー
シップへの考え方については、スタートアップと長寿企業とで明確な違いが生ずる可能性
があり、あわせて深耕していきたい所存である。
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注

（1）9.750万円は当該企業による「研究開発の総額」であり、国からの補助はその三分の二となる。

（2）筆者は、50名程度の中小企業での勤務経験を有しているが、一つのフロアで見渡せる場所に

全社員の座席があるため、部下・上長を問わずどの社員ともすぐに直接コミュニケーション

できる体制となっていた。
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